
 

 

 

平成 26 年 4 月 30 日に総務省にて取りまとめられた「今後の地方公会計の推進に関する研究会報告書」及び

総務大臣より通知された「今後の地方公会計の整備促進について」の中で、固定資産台帳整備と複式簿記の本

格導入が要請されるに至りました。 

桂川町では、今年度から、統一的な財務書類よる平成 28 年度一般会計等の財務書類 4 表(貸借対照表(=バ

ランスシート)、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書)を公表いたします。 

今後も桂川町では、財務書類の作成を継続して行い、行財政へ活用していきます。また、町民の皆さまへは

わかりやすい行財政の情報開示に努めてまいります。 

 

 

貸借対照表とは 

現在までに桂川町がどれくらい土地や建物、現金などの資産を所有しており、一方で地方債などの将来世代

の負担がどれくらいあるのかを明らかにしてくれるのが、「貸借対照表」です。 

 左右の合計額が等しいこと、現時点の資産と負債などの残高（＝バランス）を示していることからバランスシー

トとも呼ばれます。 

桂川町の貸借対照表（総額） 

 

 

桂川町の貸借対照表（住民１人あたり） ※年度末（3 月 31 日）時点の人口：13,769 人で算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｈ28 Ｈ27
年度間
の変動

Ｈ28 Ｈ27
年度間
の変動

１．固定資産 230.1 237.7 △ 7.6 １．負債合計 53.7 55.2 △ 1.5

２．流動資産 9.6 9.6 △ 0.0

１．純資産合計 186.0 192.1 △ 6.1

資産合計 239.7 247.2 △ 7.6 負債・純資産合計 239.7 247.2 △ 7.6

（単位：億円）

資産の部 負債の部

純資産の部

39.0 万円

135.1 万円純資産合計
資産合計 174.1 万円

負債合計

桂川町では、約 239.7 億円の資産を所有しており、

住民 1 人あたりでは、約 174.1 万円であることがわか

りました。 

一方、負債額は約 53.7 億円あり、住民１人あたりで

は約 39.0 万円であることが分かりました。 

資産から負債を差し引いた純資産額は約 186.0 億

円あり、住民１人あたりでは約 135.1 万円になり、これ

らは現在までの世代によって支払いが済まされた部

分になります。 

貸借対照表の区分 

資産：桂川町が所有する、道路や学校、現金

などの資産の総額を表しています。 

負債：地方債などの借金や、退職手当引当金

などの将来負担額を表しています。 

純資産：資産から負債を差し引いた金額です。 

平成２８年度決算 

 

 



 

 

 

行政コスト計算書とは 

福祉サービスの提供やごみの収集など、桂川町の行政サービスに 1 年間に費やしたコストと、それらのサー

ビスに対して、使用料などの住民の皆さまからお支払いいただいた負担額との関係をみることができます。 

桂川町の行政コスト計算書（総額、住民１人あたり） ※年度末（3 月 31 日）時点の人口：13,769 人で算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

総額（単位：億円）　 住民１人あたり　（単位：万円）

Ｈ28 Ｈ28

32.8 23.8

23.0 16.7

55.8 40.5

2.5 1.8

0.3 0.2

53.6 38.9

　経常収益　合計　（Ｂ）

　純行政コスト　　（Ａ）-（Ｂ）+（C）

１．人・物等にかかるコスト

２．補助金等にかかるコスト

　経常費用　合計　（A）

  臨時損失　　　　　（C）

（単位：億円）

Ｈ28

期首純資産残高 192.1

　１．純行政コスト △ 53.6

　２．地方税収や交付税収入等 47.0

　３．その他 0.5

期末純資産残高 186.0

(単位：億円 )

Ｈ28

前年度末の資金残高 2.0

　１．業務活動収支 1.2

　２．投資活動収支 △ 0.1

　３．財務活動収支 △ 1.3

　当年度の変動額 △ 0.2

当年度末の資金残高 1.8

桂川町の純資産(貸借対照表の資産と負債の差額)

が1年間でどのように変化したのかを明らかにします。 

桂川町では行政サービスの提供のために、1 年間に約

55.8 億円経常費用を費やしており、一方で、サービスの受益

者によって約 2.5 億円の収益を得ています。 

これを、住民 1 人あたりに換算すると、1 年間に約 40.5 万

円の経常費用を費やし、約 1.8 万円の収益を得ていることに

なります。そのため、約 38.9 万円の財源不足が生じ、地方税

や交付税などの財源を補てんすることになります。 

桂川町の一年間の収入と支出が、どのように変化し

ているかを、性質別に区分して整理したものです。 

 

 

 

 

 

行政コストの区分 

１ 人・物にかかるコスト 

   ：人件費、維持補修費、委託料、減価償却費等  

２ 補助金等にかかるコスト  

：扶助費、特別会計への繰出金、 

公債費の利子支払い等 

３ 経常収益  

  ：使用料、手数料等  


